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特別の措置を講ずる所有者不明土地の対象について

○ 収用適格事業までの強い公共性はない
ものの、一定の公共性をもつ事業

→公共性の差を踏まえ、所有者の意思にか
かわらず権利制約が可能な収用制度より、
所有権の制約が小さい利用形態を検討

特別措置を講ずる所有者不明土地のイメージ

○ 利用されずに放置されている土地であるため、価値がある物件が存在する場合は少ない

○ 判明している所有者で利用されることに反対する者はいないが、不明者の意思確認ができない

○反対者はいないが、不明者がいることによって、利用されずに放置されているような土地を、合理的なコストで利

用できるようにすべきではないか。

・反対者が存在する場合
・家屋等の価値ある物件が
存在する場合

→慎重な検討・手続きが必
要であるため、収用制度
など現行制度で対応

○ 道路事業、河川事業など強い公共
性をもち、恒久的に土地を利用する
事業

→争いが生じる可能性が低いことを踏
まえ、収用手続きの簡素化を検討

所有者不明土地に関する特別措置
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道路事業・河川事業などの公共事業について
収用制度（現行） 所有者不明の場合の特別措置（案）

【手続きについて】
権利者保護の観点から、権利者の意見を聞く機会を設けた上で、
専門性を有する収用委員会が補償額等を慎重に判断。

①過失なく所有者を調査（※）

②収用委員会に裁決を申請

③審理手続き
公開の場で、裁決申請や損失補償について意見がある者等が
意見を述べる

④収用委員会による権利取得裁決、明渡裁決

⑤補償金を供託し、利用開始

【利用の形態について】
○所有者の意思にかかわらず所有権の取得が可能であり、恒久的な利用が可能。

→現行制度において、反対者の権利まで制約可能であり、不明者の権利を制約し、所有権を取得することが可能。

【事業の性格について】
○土地を収用してでも実現すべき強い公共性をもつ事業が対象。 （例：道路、公共が設置する病院、広場など）

→現行制度において、法律において明確に列挙され、事業認定により公共性を担保している。

補償額に関する争いが起き
る可能性が低い土地であれ
ば、専門の機関による判断
は必要ないのではないか。

反対意見が出る可能性がないのであれ
ば、審理手続きは不要ではないか。

簡易に補償額が算定できるならば、権利取得
裁決と明渡裁決を一括で行えるのではないか。

【手続きについて】
反対者がいない、補償の算定が容易なことに着目し、手続きを簡
素化できないか。

①合理的な手法により所有者を調査

②都道府県知事に裁定を申請

③審理手続きを省略

④都道府県知事による裁定（裁定の一本化）

⑤補償金を供託し、利用開始

【対象となる土地について】
○所有者不明土地で、行おうとする事業やそれに伴う補償につい
て明示的な反対者がいない土地
○下記のような利用されていない土地
・現に住宅や、何らかの事業に利用されていない（営業補償が
発生しない）
・建築物（定型的な補償算定が困難）が存在しない

【対象となる土地について】
○限定はなし

明示的な反対者がおらず、利用されていな
い土地を対象。

※探索範囲の合理化を検討
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収用制度の対象とならない公共的事業について

【利用の形態について】

【事業の性格について】

収用とは異なり不明者の権利を制約する可能性が低く、また不
明者が権利行使をしようとした場合にも配慮した利用の形態を
考えられないか。

○不明者が現れる可能性が低い土地について、５年間など一定
期間の利用権を設定。

○所有者が現れ、明渡しを求めた場合には、期間終了後に原状
回復して明け渡すことを原則とする。異議がない場合は更新可
能とする。
（原状回復が確実になされるような措置を検討）

○収用法に列挙される事業など公共性が認められた事業で地
域の福祉・利便に資する事業を対象とする。

○収用法上は事業実施主体が限定されている事業があるが、
本制度においては事業実施主体による限定はしない。

不明者の権利を制約する可能性があることを踏まえると、一定
の公共性を持つ事業（関係者の理解を得られやすいと考えられ
る地域の福祉・利便に資する事業も含む）であることが必要では
ないか。
一方、事業に公共性があれば主体の限定は不要ではないか。
（例：民間が設置する病院、広場など）

収用適格事業との公共性の差をふまえ、合理的な範囲の対策
で、不明者が現れる可能性を可能な限り低くすべきではないか。
地域の状況を把握する市町村の意見を聞きつつ、公益性の認
定や補償金の算定のノウハウをもつ都道府県が裁定を行うこと
が合理的ではないか。

①・合理的な手法により所有者を調査
・一定期間の公告

②都道府県知事に申請

③市町村長の意見を聞きつつ、都道府県知事が裁定し、利用権
を設定

④賃料相当の補償金を供託し、利用開始

【手続きについて】

【対象となる土地について】

○所有者不明土地で、行おうとする事業やそれに伴う補償につ
いて明示的な反対者がいない土地。

○下記のような利用されていない土地。
・現に住宅や、何らかの事業に利用されていない（営業補償が
発生しない）
・建築物（定型的な補償算定が困難）が存在しない

収用制度の簡素化と同様に、明示的な反対者がおらず、利用
されていない土地を対象とする。
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公共的事業のイメージ①

官民で構成される佐賀市街なか再生会議が、街なかの空地
や駐車場を借地。

中古コンテナを使った図書館等と芝生広場を設置。社会実験
を行った平成23年度の８ヶ月間で約１万５千人が来場。

社会実験後は地元Jリーグチームの市内の拠点として活用。

わいわい!!コンテナプロジェクト

コンテナと芝生 コンテナ内部(カフェと図書館)（出典）佐賀市

先行取得等により保有する自治体の公有地を、保育園等の立
て替え中の仮設園舎の用地として活用する。

保育園の立て替えに伴う仮設園舎

区内の空閑地（区や都が事業のために先行取得した用地、民
間からの申し出により区が原則無償で借りた土地）を「遊び
場」として公園に準じて区が設置・管理。

ポケットパーク（遊び場）

（出典）杉並区

密集市街地における火災時の延焼を防止するため、老朽木
造建物を除却し、その跡地を災害時の地域の防災活動の場と
して活用するまちなか防災空地を平成24年度より整備。

平常時は広場・ポケットパークなどのコミュニティの場として利
用されている。

まちなか防災空地整備事業

まちなか防災空地の事例
（兵庫北部地区） （出典）神戸市ＨＰ

まちなか防災空地のスキーム近隣の公有地

仮設園舎 保育園
（立て替え中）
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市と駐車場所有者が互いの土地を交換し、利用する取組。
市有地を駐車場事業者に使用させる代わりに、市は事業者所
有の駐車場をテラス化してイベント会場として整備。

 10～30代の若い世代を中心に1ヶ月で5000人以上が来場（平
成27年）し、にぎわい創出や地域の回遊性の向上に寄与。

新栄テラス

テラス化前の駐車場の様子 新栄テラス風景

東日本大震災の復興支援を目的とし、移動式ホールを設置。
平成25年から平成27年にかけて、松島、仙台、福島の計３カ
所で展示され、コンサートやワークショップを開催し約１万９千
人を動員。また、平成29年９月から10月にかけて、東京でも展
示され、約１万７千人の動員が見込まれている。

移動式コンサートホール

（出典）福井市

区画整理のため先行して取得した土地に、市所有のコンテナ
を設置。安価で市内外の住民に時間貸し。

 イベントや打合せ用スペースとして活用され、地域の賑わいの
拠点になっている。

区画整理の進行に合わせ、別の空地に短期間で移設できる。

深谷ベース

地元の商工会議所青年部等のメンバーが仕掛け人となり、駐
車場として使用されていた土地に水道、電気、ガスや厨房設備
を整備し、平成13年から屋台村を展開。

屋台形式のまま保健所から飲食店として正式な許可を取得し、
魅力的な飲食物を提供。年間3億円超の売上げを記録。

北の屋台

北の屋台風景 （出典）北の屋台®HP
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公共的事業のイメージ②

（出典）深谷市

設置中の様子福島県での設置の様子

（出典）東京ミッドタウンマネジメント株式会社ＨＰ


